
第１表　平成27年度市町村普通会計決算規模の状況

　　（単位：千円、％）

（単位：％）

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

3.0 0.7 ▲ 1.1 7.1 1.0 ▲ 6.6 ▲ 1.8 ▲ 2.6 ▲ 2.3 ▲ 2.5 ▲ 0.6 ▲ 1.9 2.1 1.5 5.9 1.9 27.3 14.5 4.9 18.5 ▲ 7.8

2.7 0.8 ▲ 1.1 6.1 1.5 ▲ 6.9 ▲ 1.5 ▲ 2.3 ▲ 2.6 ▲ 2.7 ▲ 0.4 ▲ 1.8 2.2 ▲ 2.5 8.5 1.2 25.6 15.6 4.2 18.9 ▲ 7.3

2.0 3.4 2.1 0.0 1.6 0.5 0.4 ▲ 1.9 ▲ 1.5 ▲ 1.8 ▲ 1.1 ▲ 0.7 0.0 0.3 ▲ 1.0 ▲ 0.5 0.5 ▲0.8 0.1 1.8 2.3

　　　　　(注）　（　）内の数字は特定資金公共事業債（NTT債）分（※）を控除した後の増減率である。
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　　※　特定資金公共事業債（NTT債）とは、昭和６２年度に発行された日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会
　　　資本整備の促進に関する特別措置法第２条第１項第２号に基づいて地方公共団体に貸し付けられる無利子貸付金であり、償還
　　　時に償還金相当の国庫補助負担金が交付されるもので、無利子貸付金相当分については、地方公共団体において実質的な財
　　　政負担を伴わないものである。

第２表　決算規模の対前年増減率の推移
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